
東亜工業は、「自動車」と「住宅」という

二つの事業を柱に据え、両分野において

高い技術力を誇る会社です。自動車の

ボディーおよびサスペンション関連部品の

製造を手がける自動車部門は、米国進出

を機に、日米両工場で使用可能なシステム

としてIFS Applicationsを選択しました。

2002年には米国インディアナ州で、そして

2004年には日本の本社工場で会計、生産

管理、販売物流のシステムが稼動を開始

しました。

東亜工業が新システム導入について

検討を始めたのは1999年のこと。3年後の

2002年に操業を開始する米国の新工場と、

2003年に予定され

ていた本社工場の

システムリニューアル

を睨んでのシステム

検討でした。新シス

テムに求められた

のは、日本語および

英語の環境で使用可能なこと、自動車部品

業界に適応できること、日本での追加機能

開発が可能で、導入後のサポートは日米

両国で受けられることなどでした。複数の

ベンダーからの提案を検討した結果、

NEC社とNECトータルインテグレーション

サービス（以下NTIS）社が共同提案した

IFS Applicationsの採用が決定しました。

導入作業もこの2社の共同プロジェクト

で進められました。自動車事業部企画管理

部長の齋藤氏は当時を振り返り、「NECと

NTISのメンバーは、IFS Applicationsに

精通しているだけでなく、自動車業界の

知識も非常に豊富でした。そして何より、

他のどのベンダーよりもやる気が感じられ、

彼らになら安心してシステム開発を任せる

ことができると思いました」と語っています。

2002年に米国での導入が一段落し、

すぐに日本でのプロジェクトがスタート。

生産・販売系のシステムは、日米それぞれの

工場で製造している製品がほぼ同様のもの

であることから、米国のシステムの50％以上

アメリカ新工場設立を契機に、
日米で使えるグローバルなシステムを

前回は、他システムからデータを取り込む場合の“アドオン方式による

変換処理”の限界と、これを解決するツールとしてIFS Applicationsが

提供しているIFS Connectについてお話しました。今回は、電子メールや

Webサービスを使用した場合のIFS Connectの機能をご紹介します。

電子メールの添付ファイルを直接システムに統合

前回同様、販売系のシステムを例にとると、受注データの送付

方法としては、インターネットの普及により、電子メールに添付する

というケースがみられます。この場合、電子メールに添付されてきた

データファイルを一度ディスクに保存して、これをシステムに取り込む

という方法が考えられますが、これではかなりの人手が必要です。では、

電子メールをそのままシステムに統合する方法はないのでしょうか。

IFS Connectのコネクタには、電子メールの添付ファイルを直接受信

ファイルとする機能が用意されています。さらには、もっとスマートに

Webサービスとして注文を受け付けることもできます。

不意のデータ送受信方式の変更にも柔軟に対応

同じ顧客でも、顧客側のシステム変更に伴いデータの送付方法が

変わる可能性もあります。Webサービスを使ってデータを送信して

システム統合の柔軟性－その2

いた顧客が、顧客先のシステムトラブルで一時的に電子メール方式で

データを送信してくる場合。つまり、電子メール方式のデータ受信に

急遽対応しなければならないわけですが、IFS Connectは送受信

コネクタとメッセージルーティングが切り離されていますから、このような

要望には何の問題もなく対応できます。特に受信データに関しては

どのコネクタから入力されても同じ処理を行いますから、実際は何も

する必要がありません。送信データに関しても同様です。今まで

Webサービスで顧客に送信していたデータを電子メール方式にした

いという場合、ルーティングルールの送信先を変更するだけです。

IFS Connect管理ツールで数回マウスクリックするだけで完了して

しまいます。電子メールの宛先の変更やWebサービスのアドレスの

変更も管理ツールを使って簡単に行えます。

統合相手の増加と変更にどれだけ簡単に素早く対応できるかが

システム統合の仕組み作りの鍵となります。IFS Connectの管理

ツールとデータ変換方式は、外部に委託することなくこういった変化に

その場で対応できます。IFS Connectの持つ柔軟性はスピード重視の

マーケットにおいて、ビジネスの滞りを最小限に抑え、お客様が本来の

ビジネスに注力できる環境を提供します。

を日本でも使用することができました。日本

での課題は、今まで独立して稼動していた

会計システムと生産・販売システムとの連携

でした。導入にかかった時間は約1年半。

会計システムは昨年4月に、生産・販売シス

テムは7月に稼動を始めました。

「ERPの導入で、二重入力の手間が省け、

作業が合理化されました。とはいえ、社員は

やっと新しいシステムに慣れたところです。

今後は、システムの完成度をさらに高め

ながら、組織体制の見直しを図り、人・モノ・

金・設備といった企業の資産すべてをタイム

リーにお金に換算できる本来の経営管理を

行うことがひとつの目標です」と齋藤部長は

経営力の強化に意欲的です。「共育道場」

と呼ばれる独自の人材育成方針で「人財」

を育む東亜工業。質の高いマンパワーと

新システムでさらなる成長を目指します。
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齋藤邦和様


